
Ｐ５コーナーＰ５コーナー
（株）Ｐ５では、経営計画策定、保険・不動

産等の資産運用、相続対策業務、パソコ

ンの購入及び指導、貴社のホームページ

の作成・ドメインの取得、計算書類の公告

のお手伝いをしております。

飲食費1万円

令和6年度税制改正により、損金不算

入(そのまま費用として認められる）と

なる交際費等の範囲から除外される飲

食費の金額基準が、1人当たり1万円

（改正前：5,000円）以下に引き上げら

れました（措令37条の5①）。これは本

年4月1日以後に支出する飲食費に適用

されます（改正法令附則16）。

すなわち損金となる交際費は、

①1人当たり1万円以下の飲食費

②資本金100億円以下の法人等が支出

する交際費等のうち接待飲食費の

50％相当額以下の金額

③資本金1億円以下の中小企業が支出

する交際費等のうち年800万円以下

の金額（措法61条の4等）

中小企業の場合は、殆ど③を使うた

め、一人1万円という限度額はあまり関

係ないかも知れませんが。

なお、交際費の支出は、「飲食等の

行為があったとき」とされ、仮払や未

払の経理をしている場合でも、その行

為があったときに飲食費の支出があっ

たものとされますので、後で引き落と

される場合でも引落し日ではなく、飲

食をしたときになります。

またこの交際費の規定（措法41条の

4⑥）では、「飲食その他これに類する

行為」と規定されています。この「類

する行為」とは、限定的な飲食行為だ

けに限られません。得意先を接待して

飲食するための「飲食代」以外にも，

例えば，得意先の業務や行事の開催に

際して，弁当の差入れを行うための

「弁当代」なども対象となります。

また飲食店での飲食後，そのお店で

提供されている飲食物の持ち帰りに要

する「お土産代」をそのお店に支払う

場合には，飲食に類する行為に該当し

ます。例えば、お寿司屋さんで飲食後，

寿司の折り詰めをお土産として渡す行

為などがあります。なお、これにはテ

ーブル・チャージ料やサービス料など

が含まれますが、得意先などを飲食店

等に送迎するためのタクシー代などは

交際費等には含まれますが，飲食等の

ために要する費用には含まれません。

(以上、措置法通達61の4(1)-15の2）

弊所では zoomを試験的に常時開
いております。

事務所・Ｐ５より・・

編集後記 4月から全国各所で、すでに夏日が観測されています。なんだか

短い春から一っ飛びに夏が来た様な感じです。まだ暑さに慣れていませんの

で熱中症に気を付けてください。
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令和6年5月１日
飲食費一人1万円

先月4月から、世界中で季節外れの高

温が続いています。タイやフイリッピ

ンなど東南アジアやインドでも、4月下

旬から暑さが厳しく、各地で最高気温

が40℃を上回っています。

一方で、今年に入って世界中で洪水

の被害が発生しています。

主なところでは、

仏 パ・ド・カレ－地域 1月4日

USAカリフォルニア全域 2月5日

カザフスタン 3月下旬

ケニア マイ・マヒウ 3月下旬

UAEドバイ・アルアイン 4月16日

中国 広東省 4月22日

なお洪水の被害は長期間に及びます

ので、上記の月日は発生の中心的な時

を指しています。

新型コロナ感染症(COVID19）も
広範囲なワクチン接種によるためか、

あまり聞かなくなりました。感染者数

も定点報告で全数ではありませんが、

2月をピークに下がっています。

ワクチン接種についての首相官邸で

出されていた接種件数の更新も4月1日

までで、それ以降は公表されなくなり

ました。コロナ関連のうちワクチン接

種については、途中から厚生労働省か

ら内閣官邸に移り、総計4億4千件の接

種が実施されました。最も多かったの

は、感染のピーク時でもあった2021(令

和3)年8月で一月で4千万件を超えまし

た。また官邸による公表についてもい

ち早い発表がされました。ホームペー

ジを見ると，各省庁、自治体でその取

り組みに差を感じます。

コロナワクチンの開発では以前から

その技術の応用の可能性が指摘され、

世界で研究開発が進められています。

最近、最も致死性の高い皮膚がんであ

る黒色腫(melanoma)治療にコロナワク

チン開発のRNA技術を応用したワクチン

の治験が英国で進行中である旨を伝え

ています(BBC 2024/4/27）。
COVID19に感染した人（感染し

なくてもウイルスが悪さをすることも

あるそうですが）についてのアメリカ

国立衛生研究所 (NIH)による後遺症
に関する報告では、心肺疾患(Heart
and Lung problem）として倦怠感
(Faitigue),腸疾患(Gut issues)、
精神障害（Anxiety）、うつ症状
（Depressive）や 脳のモヤモヤ

（Brainfog)を指摘しています。
後遺症ではなくても時々おこりそう

ですが、重度になると長期に亘り生活

に支障を来たします。

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hojin/sochiho/750214/08/08_61_4a.htm
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/hojin/070313_2/07.htm
https://www.bbc.com/news/health-68897731
https://www.nih.gov/news-events/nih-research-matters/how-lung-distress-sars-cov-2-can-cause-heart-damage#:%7E:text=SARS%2DCoV%2D2%2C%20the%2Csystemic%20inflammation%20and%20cardiovascular%20complications.
https://www.nih.gov/news-events/nih-research-matters/how-lung-distress-sars-cov-2-can-cause-heart-damage#:%7E:text=SARS%2DCoV%2D2%2C%20the%2Csystemic%20inflammation%20and%20cardiovascular%20complications.


５月の税務・総務予定

（税務）

＊所得税確定申告税額の延納届出に係る

延納税額の納付 5月31日(金）

＊特別農業所得者の承認申請

5月15日(水）

＊自動車税・軽自動車税の納付 4月1日

の所有者に課税 通常 5月中

＊固定資産税・都市計画税の第1期分の

納付 通常4月～6月中

(茅ヶ崎市5月31日・東京都7月1日）

＊固定資産課税台帳の縦覧

4月1日から20日又は最初の固定資産

税の納期限のいずれか遅い日以後の日

までの期間（通常5月末、東京都7月1

日(月)まで)

＊個人住民税特別徴収税額通知

電子データ受取可 通常まもなく

（総務他）

＊社内清掃と設備点検

＊令和６年度労働保険の年度更新

６月３日(月)から７月10日(水)まで

COVID-19関連のデータはホームページ
に掲載しております。

再度（本年2月号・412号）、６月か

ら実施される定額減税についてです。

簡単にお復習いしておきますと、こ

の定額減税とは、令和６年分の所得税

・個人住民税について、納税者及び配

偶者を含めた扶養親族１人につき、所

得税３万円・個人住民税１万円を控除

するというものです。

6月の給与から実施するのは、事務負

担が大変だから年末調整で実施しては

いけないのかなどの質問が聞かれます。

「良いですよ」と言うと制度趣旨が崩

れてしまいます。答え難い質問です。

兎にも角にも、もうすぐ実施されます。

今回は、これについて国会審議を紹

介します。

○原口委員 ・・今般の所得税減税

による減収額、幾ら見積もっておら

れますか。・・この恩恵が届くのは

いつでございますか。

○赤澤副大臣 ・・今般の定額減税

における減収額については、国、地

方合計で約3.3兆円というふうに見

こんでおります。

それから、国民に所得税の恩恵が

届くのはいつかということで、今般

の所得税の定額減税については、そ

の主体が給与所得者である場合ある

いは公的年金の受給者である場合は

原則として本年6月以降の源泉徴収

額から減税を行うこととしておりま

す。・・

○田村（貴）委員 ・・今回の給付

金、定額減税は、・・一体措置とさ

れて、収入の区分に応じて給付金か

減税か、これが受けられるようにな

っているわけです。・・低所得者向

け給付と定額減税・調整給付につい

ては重複調整しないとされています

・・給付金と減税を重複して受け

られるケースがあるんですか。・・

○鈴木国務大臣 定額減税につきま

しては、物価高を上回る所得を実現

するため、本年の6月から実施する

としている一方で、給付金措置に

つきましては、物価高に苦しんでい

る住民税非課税世帯等に対し、迅速

に給付を行っているところでありま

す。

このように、定額減税と給付金措

置の実施時期や制度趣旨等が異なっ

ているため、納税者の状況によって

は双方の制度の対象となるケースも

あり得ると承知をしておりますが、

その具体的な世帯数や人数について

は、政府として把握をしていないと

ころであります。

もう少し具体的な政府の回答として

・・

○青木政府参考人 ・・夫婦片働き

で小学校のお子さんが2人の4人家族

につきまして、社会保険料等につき

まして一定の仮定を置いて計算いた

しますと、給与収入2百万円の夫の

方につき、令和6年分の所得税額が

生じますので、所得税の定額減税の

対象となるものと見込まれます。

定額減税を2回受け取るケースの可能

性については・・

○鈴木国務大臣 今御指摘の、個人

住民税において定額減税を二重で受

け取るケースということにつきまし

ては、ごく限定的な場合に生じるも

のと承知をいたしております。

具体的には、令和5年に一定所得

を得ていた方が、その所得を基に令

和6年度分の住民税から減税を受け

た後、令和6年に合計所得1千万円超

の納税者の同一生計配偶者となった

場合、その納税者の令和7年度分の

住民税から減税を受けるといったケ

ースなどが把握されていると承知を

いたしております。

この例外的なケースを防ぐには、

前年に定額減税を受けたかどうかの

情報を自治体間で網羅的に引き継ぐ

必要があり、膨大な事務コストが生

じることを踏まえ、これを認める制

度設計が総務省においてなされてい

るものと承知をしております。

ＤＶを受けてシェルターに避難して

いるケースに関する質問では・・

○佐々木政府参考人・・住民税均等

割非課税世帯及び住民税均等割のみ

課税世帯への給付につきましては、

原則として基準日における世帯の世

帯主が対象となりますが、基準日に

おきまして妻がＤＶ避難者である場

合には、居住実態がある自治体に申

出をすることにより別世帯の世帯主

として取り扱い、支給要件を満たす

のであれば、これらの給付金及び子

供加算の対象となります。

また、夫が住民税所得割課税世帯

の場合であっても同様に、ＤＶ避難

者である妻を別世帯の世帯主として

取り扱い、支給要件を満たすのであ

れば、これらの給付金及び子供加算

の対象となるところであります。

以上、衆議院財務金融委員会第2号

令和6年2月16日審議録から。

５月の予定
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（https://www.shonantax.jp/）

https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/shisan/info/juran.html
https://kokkai.ndl.go.jp/#/detail?minId=121304376X00220240216&current=5

